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報告第８号

令和６年度いなべ市健全化判断比率（４指標）について

令和６年度決算については、４指標をクリアしています。

× 財政再生基準（レッドカード） １つでも該当すると国の管理下で再生へ

▲ 早期健全化基準（イエローカード）１つでも該当すると外部監査を受け健全化へ

R6 いなべ市の R6 年度決算数値 R5 いなべ市の R5 年度決算数値

実質赤字比率 報告数値「－」

R5 R6 ▲→ ×→

黒字 赤字

8.52％ 7.55％ 0％ -12.77％ -20％

連結実質赤字比率 報告数値「－」

R5 R6 ▲→ ×→

黒字 赤字

38.93％ 37.85％ 0％ -17.77％ -30％

実質公債費比率 報告数値「10.1％」

R5 R6 ▲→ ×→

償還額小 償還額大

0％ 9.8％ 10.1％ 25％ 35％

将来負担比率 報告数値「3.7％」

R5 R6 ▲→

将来負担小 将来負担大

0% 0.8％ 3.7％ 350％（約 400 億円）

【実質赤字比率と連結実質赤字比率で用いる標準財政規模】

標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額

Ｒ５：１４５億円 ➞ Ｒ６：１５１億円

【実質公債費比率と将来負担比率で用いる標準財政規模*】

標準財政規模*＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額－公債費等交付税算入分

Ｒ５：１１９億円 ➞ Ｒ６：１２５億円

報告第８号参考資料
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令和６年度決算において、財政再生基準（レッドカード）はもちろん、早期健

全化基準（イエローカード）をクリアすることができました。今後も４指標の

動向を慎重に見守りながら健全な財政運営に努めます。

実質赤字比率 ＝（普通会計の）実質赤字額／標準財政規模（０円／１５１億円）

結果…実質赤字比率は「 - 」であり、実質黒字比率相当は７．５５％と現時
点では黒字である。

「実質赤字」とは歳入不足で翌年度歳入を繰上充用したり、支払いを翌年度に繰延べ・事業を繰

延べたりした額であり、基金取崩等で対応できなくなった財政面での非常事態を示しています。実

質単年度収支がマイナスになる状態を続け基金を使い果たすと発生します。なお、実質黒字比率と

いう指標はありませんが、実質収支（プラス）の標準財政規模に対する比率は７．５５％です。黒

字額は、前年度と比べて１億円減の１１億４千万円です。

連結実質赤字比率 ＝（全会計の）実質赤字額／標準財政規模（０円／１５１億円）

結果…連結実質赤字比率は「 - 」であり、連結実質黒字比率相当は３７．
８５％と現時点では黒字である。

実質赤字比率では大規模の公営事業等会計の赤字が含まれないという反省で設けられた指標です。

なお、連結実質黒字比率という指標はありませんが、同様に相当する実質収支（プラス）を連結し

た比率は３７．８５％です。黒字額は、前年度と比べて５千万円増の５７億円ですが、標準財政規

模が６億円増となったため、比率は前年度と比べて減少しています。

実質公債費比率 ＝元利償還金／標準財政規模*（１２億/１２５億円）の３か年平均

結果…実質公債費比率は１０．１％であり、健全な範囲にある。

* 実質的に交付税で補填される合併特例債等の償還金は元利償還金から除かれます（交付税控除額

は２６億円）。一方、企業会計や広域連合の元利償還金に充てられた一般会計からの繰出金、負担金・

補助金は元利償還金に含まれます。

* 単年度の比率は１．０ポイント下降し、３か年平均は０．３ポイント上昇しました。

将来負担比率 ＝将来負担額／標準財政規模*（５億/１２５億円）

結果…将来負担比率は３．７％であり、健全な範囲にある。

* 将来負担額は主に地方債残高、債務負担行為による支出予定額、企業会計や広域連合等の元利償

還に対する一般会計からの繰出金・負担金見込額など将来に発生する負担の総計額です。

ただし、財政調整基金、市債管理基金など充当することのできる基金、特定財源、基準財政需要

額への算入見込額などは将来負担額から控除します（交付税控除額は２２２億円）。

* 将来負担額は前年度と比べて３億７千万円増となりました。基金の取り崩しなどにより充当可能

財源等が減少したためです。
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報告第１３号

専決処分の報告について

（野遊びＳＤＧｓ拠点（仮称）拠点棟整備工事の請負契約を変更する契約の締結）

１ 変更金額内訳

２ 工事請負契約を変更する契約の概要

本契約変更は、構造安全性及び防水性能の確保のための屋根の仕様変更、廃棄

物処理量増加等のため変更契約を締結したものです。

（１）屋根仕様変更

ア 構造用金物工事追加による増

イ 防水・塗装工事追加による増

（２）廃棄物処理

ア 外構撤去・取壊し数量精査による増

イ 伐木及び伐竹並びに伐根の数量精査による増

ウ 基礎地中障害石撤去破砕の数量精査による増

（３）その他

ア 基礎地盤支持力試験追加による増

イ アルミサッシ額縁追加に伴う増

ウ 排煙オペレーターの追加による増

エ 電気設備のＶＥ（機能とコストバランスの最適化）による減

オ 木ルーバーのＶＥ（機能とコストバランスの最適化）による減

当初契約額 増加分 変更後契約額

工事価格等 496,860,000 円 19,342,000 円 516,202,000 円

消費税相当額 49,686,000 円 1,934,200 円 51,620,200 円

請負工事費等 546,546,000 円 21,276,200 円 567,822,200 円

報告第１３号参考資料
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諮問第２号

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて

氏 名 服部 誠子（はっとり せいこ）

住 所

生年月日

任 期 令和８年１月１日 ～ 令和１０年１２月３１日

職 歴

以上

諮問第２号参考資料
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諮問第３号

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて

氏 名 宏（つじ ひろし）

住 所

生年月日

任 期 令和８年１月１日 ～ 令和１０年１２月３１日

職 歴

以上

諮問第３号参考資料

9



「人権擁護委員の職務について」

人権擁護委員は、「人権擁護委員法」に基づいて、法務大臣から委嘱され、その職務を

行っています。

この制度は、様々な分野の人たちが、地域の中で人権思想を広め、人権が侵害されな

いように配慮して、人権を擁護していくことが望ましいという考えから設けられたもの

で、人権擁護委員の活動は主に次の３つです。

（１）人権相談に応じる。

（２）人権侵害による被害者を救済するための活動をする。

（３）国民一人ひとりの人権意識を高めるため、様々な人権啓発活動を行う。

〇その具体的な活動としては、以下のとおりです。

（１）人権相談所

①常設相談所 津地方法務局及び桑名支局内において毎日、県内の人権擁護委

員が交代で様々な相談に応じています。

①みんなの人権１１０番（電話での相談）

②子どもの人権１１０番（電話での相談）

③女性の人権ホットライン（電話での相談）

④子どもの人権SOSミニレター（手紙での相談）

②特設相談所 いなべ市内の公共施設において毎月１回、いなべ市人権擁護委

員が交代で様々な相談に応じています。

（２）人権侵害による被害者の救済

「人権を侵害された」という被害者からの申告を受けた場合、法務局の職員と協力

して、情報の収集、調査、処理に当たります。

また、調査途中に当事者の主張や利害を調整し、円満な解決を図ることも行います。

（３）人権啓発活動

①街頭啓発（人権週間に合わせ市内各所で実施）

②人権の花運動（人権擁護委員が地元の小学校と協力し、子どもたちが花を育て

ることを通じて、「いのちの大切さ」や「相手への思いやり」という人権尊重の

意識をはぐくむ活動）

③人権教室（学校訪問や学習の時間などの機会に、冊子・ビデオなどを使用して

思いやりの大切さを伝える活動）

④人権作文コンテスト（中学生を対象に、作文を書くことを通じて人権尊重の必

要性、豊かな人権感覚を身に付けることを目的として実施）
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同意第２号から同意第１６号まで

いなべ市農業委員会の委員の任命につき同意を求めることについて

同 意 担当区域 氏 名 住 所 生 年 月 日

第２号
北勢町区域

（阿下喜）

コンドウ オサム

近藤 修

第３号
北勢町区域

（十社）

ナカニシ ヤスヒロ

中西 康弘

第４号
北勢町区域

（山郷）

イトウ キヨノリ

伊藤 清徳

第５号
北勢町区域

（治田）

オカダ コウヘイ

岡田 康平

第６号
北勢町区域

（治田）

ミノベ タカシ

美濃部 孝司

第７号
員弁町区域

（員弁西）

ニノユ カズヒコ

二之湯 和彦

第８号
員弁町区域

（員弁中）

コバヤシ マサノリ

小林 政則

第９号
員弁町区域

（員弁東）

ナカムラ シンヤ

中村 進也

第10号
大安町区域

（梅戸井）

イシハラ アキヒコ

石原 昭彦

第11号
大安町区域

（三里）

セギ ヒカル

瀬木 光

第12号
大安町区域

（石榑）

イトウ ケイコ

伊藤 惠子

第13号
大安町区域

（丹生川）

ハットリ キヨノリ

服部 清德

第14号
藤原町区域（東

藤原・西藤原）

ナカムラ ショウジ

中村 正治

第15号
藤原町区域

（立田・白瀬）

カタオカ セツオ

片岡 節男

第16号
藤原町区域

（中里）

コデラ トシユキ

小寺 俊行

同意第２号～第１６号参考資料
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経 歴 農業者の区分 経営面積 推 薦 者

阿下喜水利組合員 一般
６，７２６

㎡
北勢町農業振興部会

北勢町農業振興部会員
認定農業者である

個人

１３４，５４５

㎡
北勢町農業振興部会

認定農業者
認定農業者である

個人

２０，０１３

㎡
北勢町農業振興部会

北勢町農業振興部会員

現農業委員

認定農業者である

個人

４０３，２７３

㎡
北勢町農業振興部会

北勢町農業振興部会員

現農地利用最適化推進委員
一般

２２，１６１

㎡
北勢町農業振興部会

員弁町農業振興部会員

現農地利用最適化推進委員

認定農業者である

個人

８３，０５３

㎡
員弁町農業振興部会

畑新田集落営農組合理事 一般
２，５６８

㎡
員弁町農業振興部会

員弁町農業振興部 代表

現農地利用最適化推進委員

認定農業者である

個人

１１１，８６４

㎡
員弁町農業振興部会

大安町農業振興部会員
認定農業者である

個人

１２１，３１０

㎡
大安町農業振興部会

元地方公務員

高柳地区農家組合長

利害関係を有しな

い者

６５９

㎡
大安町農業振興部会

畜産業経営 一般
０

㎡
大安町農業振興部会

大安町農業振興部会員
認定農業者である

法人の役員

１，３８９

㎡
大安町農業振興部会

現農業委員

西野尻農家組合 役員
一般

７，４２３

㎡
藤原町農業振興部会

藤原町農業振興部会員

現農業委員

認定農業者である

法人の役員

１７１，５５１

㎡
藤原町農業振興部会

元三重北農業協同組合職員

川合農家組合員
一般

４，０９４

㎡
藤原町農業振興部会
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議案第４０号

委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定

について

指定病院等における不在者投票の外部立会人の報酬を新たに定めるため、条例を

改正します。

外部立会人について

三重県選挙管理委員会が指定した病院等の施設で不在者投票が行われる場合に、

公正に行われることを確保するため、施設関係者以外の第三者として選任される立

会人をいいます。

公職選挙法第 49 条第 10 項により、施設長等の不在者投票管理者は、市の選挙管

理委員会が選定した外部立会人を立ち会わせる等の、不在者投票の公正な実施確保

の努力義務が設けられています。

いなべ市内の指定病院等

１ いなべ総合病院

２ 北勢病院

３ 日下病院

４ 介護老人保健施設 銀花

５ 介護老人保健施設 オアシス

６ 特別養護老人ホーム アイリス

７ 養護老人ホーム 翠明院

８ 特別養護老人ホーム 翠明院

９ ハーモニーハウスいなべ

議案第４０号参考資料
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議案第４１号

いなべ市議会議員及びいなべ市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例の制定について

１ 公費負担の対象の見直し

選挙運動の公費負担を見直し、公費負担の対象をいなべ市議会議員の選挙のみ

とします。

２ 公費負担の単価の見直し

公職選挙法施行令が改正され、選挙運動費用の一部の公費負担の限度額が引き

上げられたため、同令に準じていなべ市議会議員の選挙における選挙運動費の一

部の公費負担の限度額を引き上げます。

【改正内容】

改正する公費負担の区分 改正前単価 改正後単価

選挙運動用のビラの作成

単価の限度額
７円 73 銭 ８円 38 銭

選挙運動用ポスターの作

成単価の限度額
541 円 31 銭 586 円 88 銭

議案第４１号参考資料
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議案第４２号

いなべ市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定

について

１ こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）の実施について

こども誰でも通園制度は、令和７年度から児童福祉法において「乳児等通園

支援事業」として位置付けられました。いなべ市内で実施するための設備及び

運営に関する基準を制定します。

【対 象 者】保育所等に通っていない生後６か月から満３歳未満までのこども

【利用時間】月単位で一定時間の利用可能枠の範囲（月10時間程度）

【内 容】こどもにとって、同年代のこどもとの集団生活や家族以外の人と

関わる機会を持つことで、ものや人への興味や関心が広がり、成長

発達に資する経験をもたらす。

保護者にとって、家庭で子育てを行う際の孤立感や不安感を解消

し、一定時間こどもと離れ、自分の時間を過ごすことで、育児に関

する負担感の軽減につながる。

乳児等通園支援事業区分と基準について

乳児等

通園支

援事業

の区分

乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活用型

乳児等通園支援事業とする。

①一般型乳児等通園支援事業は、保育所等の利用定員以外に定員を

定めて行う乳児等通園支援事業をいう。

②余裕活用型乳児等通園支援事業は、保育所、認定こども園又は家

庭的保育事業等(居宅訪問型保育事業を除く。）を行う事業所にお

いて、当該施設又は事業の利用児童数が利用定員に達しない場合

に、その利用定員の範囲内の乳幼児を対象として行う乳児等通園

支援事業をいう。

設備の

基準

①一般型乳児等通園支援事業

【０～１歳児】乳児室：1.65 ㎡/人 又は ほふく室：3.3 ㎡/人

【２歳児以上】乳児等通園支援室又は遊戯室：1.98 ㎡/人

②余裕活用型乳児等通園支援事業は、各施設の基準を遵守する。

職員の

基準

①一般型乳児等通園支援事業の乳児等の数に対する職員の配置数

【０歳児】３人：１人【１、２歳児】６人：１人

・乳幼児の年齢及び人数に応じて保育従事者等を配置し、そのうち

保育士を1/2 以上配置する。

・保育士以外の保育従事者は、研修(子育て支援員研修又は家庭的

保育者基礎研修と同等の研修)を修了した者とする。

②余裕活用型乳児等通園支援事業は、各施設の基準を遵守する。

議案第４２号参考資料

15



２ 一時預かり事業との比較（市内保育施設等で実施する場合）

項目
こども誰でも通園制度

(令和８年４月から実施予定)
いなべ市一時預かり事業

国の

位置づけ

令和７年度 市町村が実施主

体となる事業

令和８年度 乳児等のための

給付事業

市が実施主体となる事業

実施市町村 令和７年度 市町村で判断

令和８年度 全市町村で実施

市が主体となり実施

事業趣旨 全てのこどもの育ちを応援し、

こどもの良質な成育環境を整

備するとともに、全ての子育て

家庭に対して、多様な働き方や

ライフスタイルにかかわらな

い形での支援を強化するため

の事業

家庭において保育をすること

が一時的に困難となった、保

育所等に通っていないこども

について、主に保育所等で一

時的に預かり、必要な保育を

行う事業

利用目的 ・園生活を経験し、こどもの成

長や発達を促すため

・こどもの発達や子育ての不

安を抱いている保護者に対

して、保育者がアドバイスを

行い、保護者の不安を解消す

るため

・仕事の都合、通院、治療等

で自宅保育が困難な場合

・保護者の傷病、入院、事故、

冠婚葬祭等で自宅保育が困

難な場合

・保護者のリフレッシュ目的

の場合

利用対象 保育所等に通っていない生後

６か月から満３歳未満までの

こども

保育所等に通っていない生後

６か月から就学前までのこど

も

利用可能

時間

月に 10 時間程度 月単位 上限 10 日間（８：

30～16：30）

実施方法 一般型又は余裕活用型 余裕活用型

利用料 国の基準を参考に設定予定 ３歳児以上 1,500 円／日

３歳児未満 1,800 円／日

※生活保護世帯、住民税非課

税世帯等は、減免制度あり

16



議案第４３号

いなべ市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部を改正する

政令が施行されたことに伴い、市の条例において引用する条に繰り下げが生じたこ

とによる改正です。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（市条例関係部分）

現行 改正後 内容

令第 21 条第 2 項第

1 号

令第 22条第 2項

第 1 号

視覚障害者の誘導を行うために、線状ブ

ロック等及び点状ブロック等を適切に組

み合わせて敷設し、視覚障害者を誘導す

る設備を設ける規定

議案第４３号参考資料
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議案第４５号

工事請負契約の締結について

（いなべ市消防団藤原地区詰所新築工事）

相手方 株式会社河村産業所 三重支店

代表者 支店長 福島 英文（ふくしま ひでふみ）

所在地 三重県三重郡川越町大字高松字乾２１１番地

資本金 1 億円（令和７年７月末現在）

従業者数 ２７２人（令和７年７月末現在）

市内における工事の実績

(1) 平成２５年度 員弁東小学校プール改築工事

１億２１１０万７００円

(2) 平成２７年度 北勢市民会館改修工事

５億９１万９１２０円

(3) 平成２８年度 員弁老人福祉センター改修工事

８２７６万４７２０円

(4) 令和３年度 三里小学校トイレ改修工事

６２０２万４６００円

工事内容の概要

(1) 消防団詰所新築工事

鉄骨２階建 1 棟 延べ床面積 887.79 ㎡

木造倉庫１棟 延べ床面積 49.69 ㎡

(2) 旧藤原庁舎及び附属施設解体撤去工事

延べ床面積 2554.35 ㎡

議案第４５号参考資料
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位置図

施行箇所

旧藤原庁舎

藤原小・中学校
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議案第４６号

工事請負契約を変更する契約の締結について

（野遊びＳＤＧｓ拠点（仮称）附属棟等整備工事）

１ 変更金額内訳

２ 工事請負契約を変更する契約の概要

本契約変更は、客土工事の追加、コンクリート舗装工事の増加、電気設備及び

機械設備の見直し等により増額を行おうとするものです。

（１）客土工事

客土（1,300 ㎥）工事の追加による増

※当初の想定以上にアスファルト下層状況が悪く、既存砕石敷きに植栽（種

子散布）の施工ができないため。

（２）コンクリート舗装工事

コンクリート舗装範囲の数量精査による増

（３）電気設備及び機械設備の見直し

ア 電線埋設工事の追加による増

イ 誘導支援（放送）設備の追加による増

ウ 給水設備のＶＥ（機能とコストバランスの最適化）による減

エ 排水設備のＶＥ（機能とコストバランスの最適化）による減

（４）その他

ア 基礎地中障害石撤去破砕工事の追加による増

イ 基礎地盤支持力試験追加による増

ウ 既設石移動工事の追加による増

当初契約額 増加分 変更後契約額

工事価格等 278,900,000 円 35,812,000 円 314,712,000 円

消費税相当額 27,890,000 円 3,581,200 円 31,471,200 円

請負工事費等 306,790,000 円 39,393,200 円 346,183,200 円

議案第４６号参考資料
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議案第４７号

財産の取得について

（消防ポンプ付き自動車購入）

相手方 株式会社モリタ東海 四日市営業所

代表者 所長 小倉 浩之（おぐら ひろゆき）

所在地 三重県四日市市北野町７１１

資本金 １０，０００，０００円

従業者数 １４人（令和７年４月末日現在）

令和６年度消防ポンプ付き自動車納入実績

（1) 志摩市消防本部 １台

（2) 三重紀北消防組合消防本部 １台

(3) 熊野市消防本部 １台

(4) 菰野町消防本部（消防団） １台

(5) 名張市消防本部 １台

(6) 四日市市消防本部（消防団） ５台

(7) 津市消防本部（消防団） ３台

いなべ市への納入実績

(1) 令和６年度 小型動力ポンプ付き積載車 １台

(2) 令和５年度 消防ポンプ付き自動車 １台

(3) 令和２年度 消防ポンプ付き自動車 １台

議案第４７号参考資料

25



消防ポンプ付き自動車（ＣＤ-１）の概要

イメージイラスト

１ 車両仕様

(1) 型 式 消防専用ダブルキャビンオーバー型二輪駆動

(2) 乗車人員 ６人

２ エンジン

(1) 型 式 消防用水冷４サイクルディーゼルエンジン

(2) 出 力 ９７ｋｗ以上

３ 主な装備・資機材

(1) Ａ-２級ポンプ装置

(2) 標識灯内蔵形赤色警告灯

(3) 電子サイレン

(4) 作業灯

(5) ストライカー（手動式破砕器具）

(6) ホース延長資機材（ホースカー）
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平面図

路線名　片樋２号線

 認　定

　　起点

終点

片樋２号線

東
海
環
状
自
動
車
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片樋２号線

最小幅員　4.00m

最大幅員　4.00m

延長　　290.71m
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平面図

国道３６５号

路線名　片樋３号線

 認　定

　　起点

終点

片樋３号線

東
海
環
状
自
動
車

国道３０６号

片樋３号線

最小幅員　4.00m

最大幅員　4.00m

延長　 　83.59m
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平面図

路線名　麻生田12号線

 認　定

　　起点

終点

麻生田１２号線

東
海
環
状
自
動
車
道

麻生田12号線

最小幅員　4.00m

最大幅員　4.00m

延長　　724.94m
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平面図

路線名　高柳2区161号線

終点変更前

起点

現在の道路区域の部分

道路区域として増える部分

終点変更後

東
海
環
状
自
動
車
道
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平面図

路線名　高柳2区188号線

終点変更前

終点変更後

現在の道路区域の部分

道路区域として減る部分

起点 東
海
環
状
自
動
車
道
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平面図

路線名　片樋2区144号線

起点変更前

起点変更後

現在の道路区域の部分

道路区域として減る部分

終点

東
海
環
状
自
動
車
道
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平面図

路線名　片樋2区152号線

終点変更後

起点

現在の道路区域の部分

道路区域として増える部分

終点変更前

東
海
環
状
自
動
車
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平面図

路線名　片樋2区156号線

終点変更後

起点

現在の道路区域の部分

道路区域として増える部分

終点変更前

東
海
環
状
自
動
車
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平面図

路線名　麻生田７号線

起点変更後

起点変更前

終点

東
海
環
状
自
動
車
道

現在の道路区域の部分

道路区域として増える部分

道路区域として減る部分
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平面図

路線名　阿下喜128号線

終点

起点変更前

現在の道路区域の部分

道路区域として増える部分

起点変更後
東
海
環
状
自
動
車
道
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議案第５１号

令和７年度いなべ市一般会計補正予算（第３号）

９月補正予算の主な事業内容は、生活保護事業や重層的支援体制整備事業交付金など

の過年度返還金、人事異動に伴う職員人件費の増減と下記のとおりです。

記

（補正額） 予算書

１ 人事給与システム改修事業（職員課） 4,950 千円 P21

（子ども・子育て支援金制度システム改修事業）

令和８年度から開始される子ども・子育て支援金制度の財源確保を目的として、

医療保険料に上乗せされる子ども・子育て支援納付金を徴収するため、人事給与シ

ステムを改修します。

２ 水素エネルギー活用促進事業（新産業創造課） 8,600 千円 P23

（水素ステーション法定点検委託事業）

水素ステーションの使用頻度が想定より高いため、法定点検項目及び部品交換箇

所を追加し、並びに物価及び人件費が高騰しているため、水素ステーション法定点

検委託料の増額補正を行います。

３ 物価高騰対応重点支援事業（市民税）（市民税課） 76,656 千円 P25

（調整給付金不足額給付Ⅰ事業）

６月補正において国の試算を基に概算給付額を計上しましたが、令和６年所得税

額、扶養人数等の情報を基に算定した結果、給付対象人数及び給付額が増加したた

め、増額補正を行います。

（合計） （６月補正） （９月補正）

支給対象者 4,935 人 ＝ 3,455 人 ＋ 1,480 人

給付予定額 127,880 千円 ＝ 51,825 千円 ＋ 76,055 千円

４ 社会福祉施設整備事業（障がい福祉課） 1,650 千円 P27

（いなべ市大安障害者活動支援センターウッドデッキ改修事業）

いなべ市大安障害者活動支援センターの老朽化したウッドデッキを改修します。

議案第５１号参考資料
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（補正額） 予算書

５ 障がい者医療費扶助事業（保険年金課） 4,950 千円 P27

（オンライン資格確認システム改修事業）

マイナンバーによる情報連携により、福祉医療費助成の資格確認を円滑に実施す

るため、地域診療情報連携推進費補助金を活用し、福祉医療費システムを改修しま

す。

６ 笠間こども園再建事業（保育課） 91,000千円 P29

（笠間こども園再建事業）

笠間こども園新園舎建設のための候補地を選定したため、再建用地約 19,000 ㎡

のうち、約 12,000 ㎡を取得します。

７ こども応援事業（こども政策課） 1,100 千円 P29

（こどもの居場所づくり事業）

共働き家庭やひとり親家庭の増加により、放課後や長期休暇のこどもの過ごし方

が課題となっていることから、こどもの居場所づくり支援体制強化事業に係る補助

金を活用し、小学生を対象とした、冬休み及び春休み中のこどもの居場所を開設し

ます。

８ 木育推進事業（こども政策課） 250 千円 P29

（木製おもちゃ活用事業）

令和８年度から本市で誕生する全てのこどもに、いなべ産の木製おもちゃの配布

を計画しています。今年度は、木製おもちゃに知見のある人材を活用し、先進事例

調査や対象市民へのヒアリングを実施し、木製おもちゃの配布及び活用のスキーム

を構築します。

９ こども・子育て拠点施設整備事業（こども政策課） 7,566 千円 P29

（こども・子育て拠点施設整備事業）

令和７年３月に、第３期こども・子育て支援事業計画を策定しました。アンケー

ト結果や木育イベントなどを通し、こども・子育て拠点施設整備への要望が明確に

なったことから、いなべ市こども・子育て拠点施設整備の基本計画を策定し、併せ

て民間活力導入の検討調査を実施します。

10 生活保護事業（生活支援課） 880 千円 P31

（生活保護システム改修事業）

令和７年４月施行の生活保護法の改正により、被保護者調査項目が見直されたた

め、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金を活用し、生活保護システムを改修し

ます。
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（補正額） 予算書

11 出産・子育てよりそい支援事業(母子保健課) 330 千円 P31

（健康かるて改修事業）

マイナンバーによる自治体間情報連携により子ども・子育て支援法の妊婦のため

の支援給付を円滑に実施するため、妊婦のための支援給付事業費補助金を活用し、

健康かるて（妊婦のための支援給付事業システム）を改修します。

12 地域脱炭素移行重点対策加速化事業（新産業創造課） 8,900 千円 P31

（太陽光発電設備設置工事（単独））

再エネ交付金の重点対策加速化事業を活用した太陽光パネルの設置を予定して

いる北勢庁舎の屋根材の補修・補強工事及び市道阿第 107 号線（防災倉庫北側）の

法面の土質調査等を実施します。

13 農村地域防災減災事業（農林整備課） 800 千円 P33

（農村地域防災減災調査委託事業）

令和５年度の計画策定後、用地問題により事業が停止していた北勢町地内の麓口

溜（ふもとくちだめ）・麓奥溜（ふもとおくだめ）地区について、用地問題が解決し

たため、再び事業を進めるに当たり、計画修正を行います。

14 農業基盤整備事業（単独）（農林整備課） 2,672 千円 P33

（農業施設維持修繕事業）

北勢町地内の川原地区用水路修繕工事を行います。

15 農業用施設防災事業（農林整備課） 2,000 千円 P33

（緊急自然災害防止対策事業）

緊急自然災害防止対策事業債を活用し、員弁町地内の大泉新田排水路修繕工事を

行います。

16 観光施設整備事業（商工観光課） 9,685 千円 P35

（にぎわいの森ドッグラン整備事業）

にぎわいの森内に整備したドッグランの利用者が多いことから人工芝の劣化が

著しいため、人工芝を張りなおします。また、利用者の熱中症対策として日よけ屋

根を設置します。

17 道路橋梁維持補修事業（建設課） 40,500 千円 P37

（市道維持修繕事業）

車両及び歩行者の安全を確保するために生活道路、通学路、排水路等の適切な維

持管理及び補修を行います。
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（補正額） 予算書

18 道路災害防止対策事業（建設課） 57,000 千円 P37

（緊急自然災害防止対策事業）

緊急自然災害防止対策事業債を活用し、員弁町地内の市道笠田新田坂東新田線、

市道藤谷２号線、市道奥田線及び市道松之木大谷線並びに北勢町地内の市道山第１

号線の舗装工事を行います。また、員弁町地内の市道楠４号線及び北勢町地内の市

道治第 110 号線の道路施設修繕工事を行います。

19 道路除草事業（建設課） 5,000 千円 P37

（市道樹木枝伐採事業）

北勢町地内の市道治第 111号線並びに大安町地内の市道大安四日市線及び市道大

安東部線の樹木枝の伐採を行います。

20 消防操法大会出場事業（防災課） 3,656 千円 P39

（消防操法大会出場事業）

令和８年度三重県消防操法大会は、猛暑対策として例年より２か月早い６月に開

催されることから、年明けに訓練を開始するため、訓練に係る報酬、活動服や操法

用シューズ等の購入費の増額補正を行います。大会には、本市の代表として大安北

分団が出場する予定です。

21 消防団施設整備事業（防災課）

（消防団車両整備事業） 432 千円 P39

総務省消防庁から消防団車両の無償貸付を受けるため、装備の購入費用、車両の

登録費用等の増額補正を行います。貸付車両は、指令車として活用します。

（旧北勢東分団詰所解体事業） 6,600 千円 P39

山郷小学校前交差点付近の県道拡幅工事に伴い、現在遊休施設となっている旧北

勢東分団詰所を解体します。本事業は、三重県の補償事業として実施します。

（小型動力ポンプ整備事業） 2,816 千円 P39

火災時の延焼拡大防止に重要な役割を果たし、消防団の機能強化及び消防力向上

に繋げるため、大安北分団に小型動力ポンプを整備します。

22 防災設備整備事業（防災課） 5,170 千円 P39

（Ｊアラート更新事業）

全国瞬時警報システム（Ｊアラート）は、前回の更新から５年以上が経過し、緊

急情報の住民への伝達に支障を来す懸念があること、現行の受信機がサポート対象

外になることから、緊急防災・減災事業債を活用し、受信機を更新します。
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（補正額） 予算書

23 市史編さん事業（生涯学習課） 14,188 千円 P41

（市史編さん事業）

令和６年度から開始した市史編さん事業について、今年度から本格的に市内の文

化財を悉皆（しっかい）調査するに当たり、当初の想定よりも調査対象が拡大した

ため、調査に係る委員報酬、報償費、費用弁償及び消耗品費の増額補正を行います。

24 社会教育施設整備事業（生涯学習課） 148,789 千円 P41

（藤原文化センター大規模改修事業）

大規模改修工事実施設計の現地調査により修繕箇所が増加したこと及び避難所

機能強化のための設備の仕様を変更したことにより、設計委託費及び工事費を増額

補正します。

25 農業用施設災害復旧事業（農林整備課）

６月下旬に発生した豪雨により被災した農業用施設の復旧工事を行います。

（農業用施設災害復旧工事（国災）） 13,000 千円 P45

藤原町地内の本郷田尻地区排水路災害復旧工事を国補災害復旧事業として行い

ます。

（農業用施設災害復旧工事（単独）） 11,327 千円 P45

被災した農業用施設のうち、国補災害要件を満たさない藤原町地内の日内古曽根

地区排水路災害復旧工事及び申請対象規模に満たない 25 か所の小規模災害復旧工

事を市単独災害復旧事業として行います。

26 農地災害復旧事業（農林整備課）

６月下旬に発生した豪雨により被災した農地の復旧工事を行います。

（農地災害復旧工事（国災）） 16,000 千円 P45

藤原町地内の本郷本田地区及び市場廣畑地区の農地災害復旧工事を国補災害復

旧事業として行います。

（農地災害復旧工事（単独）） 2,512 千円 P45

被災した農地のうち、国補災害申請対象規模に満たない８か所の小規模災害復旧

工事を市単独災害復旧事業として行います。

27 河川道路橋梁災害復旧事業（建設課） 75,000 千円 P45

（公共土木施設災害復旧事業）

６月下旬及び７月中旬に発生した豪雨により被災した藤原町地内の市道米野篠

立線、市道上之山田篠立線及び市道公民館線並びに北勢町地内の市道十第６号線の

災害復旧工事を国補災害復旧事業として行います。

28 財政調整基金等管理事務(財政課) 1,123,484 千円 P43

（前年度決算剰余金の積立）

地方財政法第７条の規定に基づき、前年度決算剰余金の１／２を財政調整基金に
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積み立てます。また、決算剰余金の一部を市債管理基金に積み立てます。

財政調整基金積立金 568,580 千円

市債管理基金積立金 554,904 千円

42



 




